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と現在地を見えにくくしている。そのため本稿は，WSOD を足掛かりに，事務局が R2P 概念の展
開において主体的な役割を担うようになった点に着目し，同概念の WS 前後の展開を再考する。
　本稿の構成として，まず第 1 節で R2P 概念の略史を確認し，同概念の支持者／批判者および過
大／過小評価の間で議論が錯綜していることを概観する。第 2 節では，WSOD 採択に至る約半年
間の交渉過程から WS の成果とは何だったのかを明らかにする。ここでは，同概念の展開が国際
政治の保守的な傾向に強く影響されていることを示し，WSOD の過大評価に対する疑問を提示す


























（2004 年 11 月）とアナン事務総長報告書『より大きな自由の中で』（2005 年 3 月）である（6）。前者















このように各国の見解に配慮したアナンの舵取りもあり，R2P 概念を盛り込んだ WSOD が史上最
大規模の国連総会首脳会合（WS）でコンセンサスによって採択されたのである。
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　この皮肉な展開を鮮明にしたのが 2011 年のリビア介入である。R2P 概念の支持者からすれば，
リビア介入は安保理が R2P に言及して強制措置を認可した初の事例であり，R2P の国際的な受容
を示す証左である。ワイス（Thomas G. Weiss）によれば，2011 年までは R2P 概念の最も鋭利な
機能が視野の外に置かれてきた（10）。実際，2004 年にジェノサイド行為の存在が認定されたダルフー
ルでは，事態が収束へと向かい始めた後にスーダン政府の責任が言及されただけであった（11）。
2008 年のケニア危機では，仲介に当たったアナンが後に R2P との関連を顧みているが，危機の最





者は WS で「R2P が国際的に受容された」と前提するのに対し，他の論者は「WS における R2P
への支持はレトリックに過ぎない」と前提しているのである。前者からすれば，R2P 概念の問題
は目的を逸脱した濫用，介入後の不安定化，選択的な適用等にある。周知の通り，リビア介入では























しており（20），この点では，② R2P の国際的な受容を認めつつも，R2P に批判的なクーパーマンと
認識を共有している。他方，③同概念を支持しつつも，WS の合意を「気の抜けた R2P（R2P 
lite）」と評したのがワイスである（21）。彼にとってリビア介入こそが重要な転機で，WSOD は行動
を伴わないレトリックであった（22）。また，④ヘアは WSOD と R2P 概念の両方に懐疑的であり，
リビア介入への R2P の実質的な影響にも疑問を呈している（23）。
　このように，現在の論争は R2P 支持／批判という単純な対立ではなく，WSOD の評価を掛け合
わせた立場の間で錯綜している。上記①の論者は R2P を規範として確立するという意図から，WS









　R2P 概念の展開上，150 か国以上の首脳が参加した WS が一つの画期だったことは疑いない。し
かし，R2P が WSOD に盛り込まれた多数の事項の一つにすぎず，WSOD が総会決議としてコンセ
ンサスで採択されたことも注意すべきである。なぜなら，総会決議には法的拘束力がなく，国連に
おけるコンセンサス採択は全会一致ではなく投票なしの採択
0 0 0 0 0 0 0
を指すからである。つまり，コンセン
サス採択は必ずしも実質的な合意やコミットメントを意味せず，場合によっては，表決によって各





0 0 0 0
，いかなる
0 0 0 0
合意をした
かを読み取り得る。交渉はピン（Jean Ping）総会議長を中心に進められ，2005 年 6 月に成果文書
の一次草案，7 月に二次草案が提出された（26）。両草案で重要なのは，①各国の責任と国際社会の責
任を一つの段落にまとめ，国連憲章第 7 章下の集団行動を国際社会の共同責任
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武力介入の諸原則について議論を継続する必要があるとした点である（27）。②の行動計画は次節で




　R2P に関する交渉が大きく動き出したのは 8 月に入ってからである。それまで各国は自説を繰













　しかし，これらの，ある意味「進歩的」な内容は，8 月 1 日に着任したボルトン（John Bolton）
米国国連大使の発議を契機に，大幅な後退を余儀なくされた。彼は同月 17 日に草案の修正案，30













0 0 0 0
を削除し，集団行動を取る用意がある





その結果，8 月 26 日に参加国を 32 か国に絞ったコア・グループ交渉が始まった（33）。ただし，国連














渉はまとまらず，13 日午前 1 時に散会となったが，同日午後に再開された交渉で事務局の修正草
案が妥結案として提示され，WSOD として採択された。この時の経過は次節で検討するが，R2P





































　前述の通り，最終的な交渉では参加国が 15 か国に絞られ，各国は図 1 のような立場であった（38）。
重要なのは消極的推進派と消極的懐疑派は近い立場で，P5 および図 1 に記載されていない国の大
多数はいずれかに属し，交渉の経過とともに R2P の内容が消極的な立場の見解に収斂していった
ことである。9 月 12 日付の修正草案が示す通り，国際社会の共同責任と拒否権の抑制は削除され，
各国への国際支援が追記された。また，武力介入の諸原則も8月17日のボルトン修正案で削除され，










WS（9/14―16）で R2P に言及した国は 印の 26 か国
　以上の経緯と合意内容は，成果文書の採択がいかなる
0 0 0 0
合意だったかを示している。実際のところ，






WSOD に形式的な承認が与えられたが，これは R2P に関する実質的な合意ないし規範の形成を意





































成・修正を繰り返すプロセスである。WS に至る交渉では，ピンと彼が任命した 10 か国の国連大
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な立場は WS 後の展開に表れている。WS 後，各国の関心が停滞する一方で，アナンは 2006 年，
事務総長に提言を行うジェノサイド防止諮問委員会（エヴァンスも一員）を設置し（52），また，紛
争予防に関する報告書で「予防する責任」に言及しつつ，WSOD に R2P が盛り込まれたことを評
価している（53）。翌年，事務総長に就任した潘基文はジェノサイド防止諮問委員会の提言を採用し，

















　WS 後，事務局が R2P 推進の中心的な主体となったという事実は，WS の意義および R2P の現
在地を明らかにする新たな視座を提供してくれる。事務局が WSOD の採択に貢献しただけでなく，
WSOD を足掛かりに R2P 推進の主体的な役割も担うようになったことを明らかにするため，以下






















8 月 17 日のボルトン修正案は上記の行動計画に関する段落を削除したが，結果的に，当該段落は
「SAPG の任務を支援する」という一文に修正された。この修正が示唆するのは，国際刑事裁判や
事務局の広範な機能強化には消極的な国もいたが，ジェノサイド防止行動計画のうち SAPG の任
務と重なる「早期警報」については実質的な合意があったということである。9 月 6 日付の修正草
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整備を少しずつ進めてきた。2007 年には SAPG の常勤職への変更と事務次長への格上げ，SAPG
室の増員が承認された（63）。2010 年には SAPG 室を再び増員する形で，SAPG と R2P 担当事務総長
特別顧問の共同オフィスの設置が承認された。また，近年，国連と加盟国，NGO の協力の下，早
期警報体制が発展しつつあり（64），SAPG の任務を支援することに実質的な




















　R2P 概念が国連で審議を継続すべき事項と認められてから 14 年が経った。近年，国連事務局等
の取り組みの結果，次第に R2P 概念への認知と受容が広まり，国際的な共通理解が醸成されつつ
ある。例えば，2009年に潘基文報告書が提出されるまで，R2Pに言及した安保理決議は3件のみだっ
たが，以後は 2019 年 3 月までに 78 件の決議が採択されている（65）。ただし，R2P の内容や実施方
法にはまだ見解の相違がある。とりわけ 2011 年のリビア介入後，一節で確認した議論の錯綜と停
滞が実効的な人道危機への対処を妨げ，国際社会の
0 0 0 0 0
責任の規範性や実効性をめぐる論争を生み，結







0 0 0 0
，いかなる
0 0 0 0







　以上のように，複眼的な視点から R2P 概念の展開を再検討することで，WS の合意の意味と














あり，R2P 概念と紛争予防論の相関も十分に研究されてはいない。今後，以上の観点から R2P 概
念の展開を再検討する意義は大きいであろう。
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Re-examining the Trajectory of the Responsibility to Protect (R2P) 
Concept: What outcomes we got from the 2005 World Summit ?
Hiroshi NISHIKAI
Abstract
　 This article re-examines the outcomes and meanings of the 2005 United Nations World Sum-
mit (WS): an epochal event in the trajectory of the Responsibility to Protect (R2P) concept.  R2P 
means that states and the international community have responsibility to protect people from 
serious humanitarian crisis.  The reason why this re-examination is required is because recent 
arguments on R2P are often on different planes due to their over- and under-valuations of the 
WS and its outcomes.  First, to address the over-valuations, this article clarifies that the WS Out-
come Document was built in accordance with the opinions of states holding negative opinions to-
ward the R2P concept, through reviewing the political process before and after the WS.  Second, 
this article questions the under-valuations, through re-reviewing the process, focusing on the 
roles of the UN Secretariat.  This article shows that the Secretariat has taken a central role in 
promoting R2P and that the emphasis has shifted from “intervention” to “conflict prevention”. 
Concomitantly this article exposes otherwise under-valuated or unnoticed progress in institution-
alization of the R2P concept.
Key words:  Responsibility to Protect (R2P), World Summit, United Nations Secretariat, Conflict 
Prevention
